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はじめに
太陽光発電事業は新しい局面に入り、今後大きく変化していくだろう。これが私たちエコ革の認

識です。

近年、中東情勢の緊迫化など経済安全保障上の要請が高まるなかで、DXやGXの進展に伴う電力
需要の増加が見込まれています。第７次エネルギー基本計画では、再生可能エネルギーの主力電源
化を徹底するとし、現在22.9％である再生可能エネルギーの電源構成を、2040年には4割から5割
まで引き上げるとしました。

この新局面をチャンスと捉え、ベンチャー企業としてスピード感をもって積極的に領域を拡大し、
挑戦し続けることこそ我々の使命であると考えています。

しかしながら、太陽光発電所の整備はどこでも簡単にできる訳ではありません。近年では、適地
の仕入れ、地元住民との調整、出力制限の頻度増など、様々に困難な要因が増えてきました。

これらの困難な状況を精緻に分析し、その状況を乗り越えるためのソリューションを整理すると
ともに、再生可能エネルギーに関する総合的な企業に成⾧・進化するため「エコ革成⾧戦略2025」
を取りまとめました。合わせて、成⾧戦略に応じた事業規模もお示ししています。

今後も当社の事業や成⾧にご期待いただくとともに、皆様のご協力・ご高配を引き続き賜ります
よう、よろしくお願い申し上げます。
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１ 成⾧戦略

5

成⾧戦略
再生可能エネルギー産業が新局面を迎える中で、時代の変
化に柔軟に対応し、より既存事業を深化させていくととも
に、サスティナブルな企業に進化し、ベンチャー企業とし
て積極的に事業領域の拡大を図っていきます

経営理念 -MANAGEMENT PHILOSOPHY-

地球環境を第一に考え、永続的な事業を展開するなかで、
会社として人として関わる全ての人たちに幸せを考える

経営目標 -MANAGEMENT GOALS-

⾧期にわたり信頼され支持される企業となること

経営
理念

経営目標

成⾧戦略

01 成⾧戦略のポジショニング



１ 成⾧戦略
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02 成⾧戦略が目指す姿

これまで 目指す姿

ｿｰﾗｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ O＆M ｿｰﾗｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ O＆M ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ

ｵﾌｻｲﾄPPA
自家消費型太陽光EPC

次期大規模特高
太陽光EPC 売電事業 売電事業

しゅうかくりき

ﾍﾟﾛﾌﾞｽｶｲﾄ

系統用蓄電池

屋根設置
ｵﾝｻｲﾄPPA

自家消費型土壌活性剤「収穫力」



１ 成⾧戦略
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03 ３つの戦略

エコ革成⾧戦略エコ革成⾧戦略

・大企業から需要が多い大規模特高案件について、次期
案件に事業着手

・土地仕入れからO&Mまで一貫して行うEPC事業者の強
みを活かし、家消費型でデータセンター事業に参入

・系統用蓄電池の適地候補を抽出し、電力会社とのネッ
トワークで絞り込みを行い、早期に事業化を推進

・ペロブスカイトの導入拡大を見据えるとともに、建物
への設置需要に応えるため、新規事業を立ち上げ

・大企業ニーズが高いソーラーシェ
アリングの需要を取り込み、積極
的に推進

・土壌活性剤「収穫力」の世界展開

・国や地方公共団体の課題や懸念に
ついて、当社の強みを生かした
地域貢献の可能性を模索

・人的制約により応えきれていな
い低圧需要に応えるため、エリ
ア需要を補強する企業をM&A

・太陽光EPC事業者としての信頼
と実績を活かし、オンサイト・
オフサイトPPAを積極的に展開

・人材の安定確保に向け、社員教
育、人材育成、福利厚生に積極
的に投資

積極攻勢戦略積極攻勢戦略

差別化戦略差別化戦略 ﾘｽｸﾍｯｼﾞ戦略ﾘｽｸﾍｯｼﾞ戦略



セグメント別計画
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01 データセンター事業

２ セグメント別計画

生成AI活用ニーズの拡大を背景に需要が拡大しているGPUサー
バーを格納するデータセンターを、自家消費型のエネルギーを活用
して整備していくこととし、取り組みを開始いたしました。

■背景
近年、生成AIに欠かせない高性能なGPU（画像処理半導体）を提

供するGPUクラウドの需要が高まっています。生成AIの世界需要見
通しは、2030年に2023年比で約20倍の規模になるといわれています。

■グリーン・データセンター
当社の強みである太陽光発電の経験や知見を最大限に活かし、自

家消費の発電・供給も併せて行うことで、消費電力の50％以上を賄
うことを目指したグリーン・データセンターの整備を進めていきます。

■発電コスト
データセンターは電力消費が非常に膨大なため、国は国内電力の

需給バランスの逼迫を懸念しています。一方、太陽光発電は発電コ
ストが最も安価であると経済産業省も認めて※1おり、データセン
ター整備による電力を太陽光発電で50％以上を賄うことの意義は大
きいと考えています。
※1（令和3年7月12日）経済産業省「発電コスト検証に関するこれまでの議論について」

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/cost_wg/2021/data/07_05.pdf

既発表PR:
※Check

50％以上の電力供給を目指し、
消費電力が多いデータセンターで
グリーンDCを実現!

ソーラーシェアリング※2により
農業経営をサポートしつつ、
食料自給率の向上にも寄与します

蓄電池に貯蔵

発電した電力は
データセンター
で自家消費

■今後の展望
高い需要を背景にスピード感を持って整備を進めていくとともに、

通信・電力のキャパシティや冷却機能の確保など、GPUの能力に耐
えうる施設の構築を進めていきます。

※Check

※2 参考IR:森ビル「営農型太陽光発電所」全6サイト・約10haを開発
https://www.mori.co.jp/company/press/release/2023/10/20231018140000004546.html

太陽光パネルで発電した
再生可能エネルギー

ソーラーシェアリングと蓄電池を併用し、消費電力の過半を賄うこと
を目指したグリーン・データセンター整備事業の開始に関するお知らせ
https://technologies-group.co.jp/4838/
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02 蓄電池事業

２ セグメント別計画

蓄電池の急速な導入需要の拡大に対応していくため、株式会社ウ
エストホールディングス（広島県広島市、代表取締役社⾧ 江頭 栄一
郎）と系統用蓄電池事業に関する業務提携契約を締結しました。

■背景
近年、再エネの導入拡大や電力の安定供給に向けて、再エネの出

力変動に応じて柔軟に充電・放電のできる蓄電池の重要性が高まっ
ています。また、2050 年カーボンニュートラルを見据えた再エネの
更なる導入拡大に向けて、今後も蓄電池の重要性は一層増していく
と考えられています。
【参考】経済産業省(2024/5/24)「系統用蓄電池の現状と課題」

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/051_03_00.pdf

既発表IR:
※Check

■今後の展望
整備場所により電力会社の需要が異なるため、候補地を１件ずつ

電力会社に系統申請を打診する必要があります。当社は既に160件
以上(内訳：特別高圧13件、高圧147件以上)の候補地について各電力
会社に系統申請を済ませ、かつ毎月20件から30件を目標に系統申請
を追加し続けているなど、既に適地の絞り込みを進めています。

これにより、早期の事業化への蓋然性が高まっています。

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS09135/c4c14e2b/2e71/45d9/853b/4449be601df0/140120250311591569.pdf

連結子会社である株式会社エコ革と株式会社ウエストホールディングス
との業務提携に関するお知らせ
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03 土壌活性剤「収穫力」

２ セグメント別計画

当社が100％出資する子会社として、株式会社PH ASIA（以下、
「PH ASIA」という。）を設立し、土壌活性剤「収穫力」のアジア圏
内における独占的な製造と販売の一次ライセンスを取得しました。

「収穫力」は、日本国内資本のフルーツメジャー企業やフィリピン
国内の大手農業従事者からの採用が決定する等、拡大を続けています。

PH ASIAは、現地の販売代理店と製造・販売二次ライセンス契約を
締結し、販売代理店からライセンス使用料を獲得していく予定です。

■ 「収穫力」採用の背景
「収穫力」が採用された背景は、フルーツメジャー企業が、「新パ

ナマ病」に対して様々な試験を行っても有効性と経済性の両立が認め
られず、バナナ業界において深刻な被害をもたらしている状況下にお
いて、顕著な成果が確認されたことによります。

■「収穫力（しゅうかくりき）」とは
「収穫力」とは、日本のバイオテクノロジーを駆使した土壌改良剤

で、USDA認証、EUオーガニック認証およびハラール認証を取得して
います。魚・海藻を原料とし有効バクテリアと酵素で⾧時間発酵分解
しています。作物の収穫量が増えたり、土壌の活性化を促すことで土
壌が改良され、植物の病気の70％以上は糸状菌が由来とされています
が、「収穫力」にはこの糸状菌を抑制する効果があり、作物の病気の
改善や予防が期待できます。

し ゅうかくり き

■新パナマ病対策に「収穫力」
フィリピン現地での実証試験で、「収穫力」の新パナマ病に対す

る顕著な効果が確認されています。確認を行った民間研究機関の報
告では、研究所ベースで平均94％、実地ベースで82％～94％もの改
善がみられました。このような顕著な成果は世界的にも例がなく、
今後の新パナマ病対策の大きな前進になると期待されています。

新パナマ病で壊死したバナナ 「収穫力」で再生したバナナ

既発表PR:新法人設立のお知らせ
※Check

■今後の展望
今後の実証結果によって更なる拡大が期待されています。

https://technologies-group.co.jp/4764/

世界的快挙 - 驚異の改善率!
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04 ペロブスカイト実装に向けて

２ セグメント別計画

当社は、これまで郊外部の野立てを中心に太陽光発電所の整備を
進めてきましたが、ペロブスカイトの社会実装が2027年から本格的
に開始されると見込まれています。このため、今後は屋根や窓への
設置需要が拡大することが予想され、これらに対応するため、自家
消費に精通した核となる人材を既に確保済みであり、８月頃までに
自家消費とペロブスカイト販売の新規部署を立ち上げることにしま
したのでお知らせします。

■背景
ペロブスカイト太陽電池は、日本発の技術であり、2027年には本

格的に社会実装がなされていくものと期待されています。
ペロブスカイト太陽電池開発のリーダー的存在とみられている積

水化学工業は、ペロブスカイトの売上計画を発表※しており、2028
年に100MWで250億円、2030年には1GWで1500億から2000億円と
しています。当社は、ペロブスカイトの製造拡大に合わせ、事業規
模を拡大していきます。
【参考】積水化学工業(株)(2025/1/7)「ペロブスカイト太陽電池事業説明会」

https://www.sekisui.co.jp/ir/event/other/__icsFiles/afieldfile/2025/01/07/20250107PVK.pdf

既発表PR:
※Check

■今後の展望
当社では、ペロブスカイト太陽電池の社会実装に備えるとともに、

事業拡大に向けて様々な準備を加速していきます。
当社がこれまで構築してきた多くの大手上場企業様との信頼関係

を更に発展させ、お互いのリソースを有効活用してシナジー効果を
発揮することで、本事業を強力に推進していきます。

ペロブスカイトの製造拡大に併せた新規部署の立ち上げ
について
https://technologies-group.co.jp/4828/
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05 太陽光事業

２ セグメント別計画

太
陽
光
Ｅ
Ｐ
Ｃ

高圧

大規模特高

ｿｰﾗｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ

低圧

太
陽
光
Ｅ
Ｐ
Ｃ

高圧

大規模特高

ｿｰﾗｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ

低圧

ﾍﾟﾛﾌﾞｽｶｲﾄ

125億円

2025/1月 2027/1月

210億円■太陽光発電設備販売施工
北関東最大手の太陽光販売施工店としての⾧年の信用と実績を
活かし、いち早く環境価値の高いNON-FIT電源の開発・設
計・施工に特化・シフトしたため大手デベロッパー、エネル
ギー大手との協業の拡大を見込んでいます。

■ソーラーシェアリング事業の拡大
グループ会社内に農業法人を設立し、耕作放棄地を所有して
ソーラーシェアリング用地として開発が可能です。
ソーラーシェアリングは、大企業のニーズも高く、更なる事業
の拡大を見込んでいます。

■オフサイト・オンサイトPPA事業の強化
テクノロジーズとのシナジーを強化させることで、事業の拡大
を図ることができます。当社の信用と知見を活かし、グロー
バルスタンダードに対応すべき企業へのアプローチを活性化し
ていきます。

■セカンダリー市場の活性化
過年度にFIT(固定価格買取)制度により発電設備を取得した投
資家の利益確定ニーズと、近年価値が高まっているFIT制度に
よらない発電設備の活用など、安定投資を求めるニーズとを
マッチングしていきます。

野
立
て

オン
サイト
PPA オ

フ
サ
イ
トPPA

オ
ン
サ
イ
トPPA

野
立
て

屋
根

オ
フ
サ
イ
トPPA

オ
フ
サ
イ
トPPA

オフ
サイト
PPA

参考IR:森ビル「営農型太陽光発電所」全6サイト・約10haを開発※Check

参考IR:ソーラーフロンティア(株)と東急(株)グループが太陽光
発電所開発に関する協業を開始

※Check

参考IR:大型の特別高圧太陽光発電設備を開発する契約の受注※Check
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS09135/fe05a55b/f914/4411/af18/e0f89086592e/140120231227510042.pdf

https://www.mori.co.jp/company/press/release/2023/10/20231018140000004546.html

https://www.tokyu.co.jp/company/news/list/Pid%3Dpost_53751.html
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06 M&A -Mergers & Acquisitions-

２ セグメント別計画

エコ革の課題
■建設業界の人材確保の状況

近年の建設業界は、若手の入職者が少なく高齢化が進んでいる
ことや、労働時間が⾧く休暇が少ないと言われて久しくありませ
ん。このような状況を示す数値として、建設業の技能者のうち、
60歳以上の割合が約４分の１を占める一方、29歳以下は全体の約
12％となっています。従って、将来の建設業を支える担い手の確
保が急務となっています。

■当社の対策
特に若者の入職や定着の促進などに重点を置き、担い手の処遇

改善、働き方改革、生産性向上を一体として進めていくことが重
要であると考えています。

■処遇の改善
当社の高い利益率を背景に処遇の改善を進めてきました。その

結果、平均勤続年数４年半で平均年収は628万円を超え、社員一
人当たりの売上は約1.9億円（今期）となっています。

■今後の展望
今後も引き続き人材の安定確保に向け、社員教育や人材育成、

福利厚生に積極的に投資するとともに、必要な部門については企
業のM&Aを積極的に展開し、事業拡大を図っていきます。

積極攻勢戦略を実現するためおよびリスクヘッジ戦略を実現する
ため、企業のM&Aを積極的に展開し、事業拡大を図っていきます。

■屋根設置企業のM&A
都市部への進出を含め、建物への設置需要に応えるため、屋根設
置を得意とする企業のＭ＆Ａを目指します。

■エリア需要を補強するM&A
旺盛な低圧発電所整備需要に応えるため、エリア需要を補強する
企業のＭ＆Ａを目指します。

■開発コンサルタント企業のM&A
用地仕入れから設計業務までの事業領域を強化するため、測量・
土木設計・開発協議まで行える企業のM&Aを目指します。

■土木建設企業のM&A
工事着手からパネル設置までの事業領域を強化するため、土木工
事業を担う企業のM&Aを目指します。

■伐採樹木リサイクル企業のM&A
CO2排出量を削減し、地球環境を守りながら事業を行っていくた
め、伐採した樹木をリサイクル資源として再生する技術を持つ企
業のM&Aを目指します。



収支計画・財務戦略
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３ 収支計画・財務戦略

単位：億円 単位：億円
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営業利益

■2026/1月(R8) 大手企業を中心とした受注済み案件の完工により
計画達成見込みです

■2027/1月(R9) 大規模高圧80億円やｿｰﾗｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ20億円を含めて
太陽光事業で210億円、蓄電池事業で30億円、計240億円の予想

■以降、蓄電池事業、ペロブスカイト事業も売上高に寄与し、
ベンチャー企業として高成⾧を目指します

■2030年までの目標達成を掲げた脱炭素標榜企業へのNon-FIT案
件は緊急性高く、需要が旺盛です

■当社は開発から設計・造成・施工・保守までワンストップで行う
ことができる体制を構築していることから、一工事当たりの社内
基準である売上高総利益率、営業利益率を確保することで計画達
成を目指します

太陽光

太陽光

蓄電池
+

太陽光

蓄電池
+

太陽光
蓄電池

+
+

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ
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単位：億円

16.0
23.9

32.9
42.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

2025/1月 2026/1月 2027/1月 2028/1月

経常利益

Appendix

27.0% 31.5%
37.3%

43.9%

2025/1月 2026/1月 2027/1月 2028/1月

自己資本比率

5.6%
8.4%

10.6%
12.3%

2025/1月 2026/1月 2027/1月 2028/1月

ROA

■本成⾧戦略の実施に伴い、想定される各種指標の予想は次の通りです

20.9%
26.6% 28.3% 28.1%

2025/1月 2026/1月 2027/1月 2028/1月

ROE



本資料の取扱いについて

本資料は、情報提供を目的としたものであり、特定の事業についての募集・勧誘・
営業等を目的としたものではありません。本資料の内容には将来の計画及び予測等を
含んでおります。これらは、資料作成時点の当社の判断であり、その実現および達成
を保証、約束するものではなく、また、その情報の正確性、完全性を保証し又は約束
するものではありません。なお、今後、新しい情報や将来の出来事等があった場合で
あっても、当社は本資料に含まれる情報の更新・修正を行う義務を負うものではあり
ません。
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